
 

 

先端産業分野を担う人材育成事業費補助金交付要綱 

 

 （趣 旨） 

第１条 県は、先端産業分野を担う人材の育成を図るため、講座開催等の人材育成事業に対し、

予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規

則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （定 義） 

第２条 この要綱において県内中小企業とは、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第

２条第１項に規定する企業で、かつ埼玉県内に登記簿上の本店及び主たる事業所若しくは埼玉

県内に技術開発又は生産の拠点を有する企業をいう。 

 

 （補助事業者） 

第３条 補助事業者は、「埼玉県と国立大学法人埼玉大学との相互協力・連携に関する協定書」

第２条（６）及び第３条に基づき締結した「埼玉県と国立大学法人埼玉大学との先端産業分野

を担う人材育成に関する覚書」に基づき、国立大学法人埼玉大学とする。 

 

 （補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、以下の全ての要件を満たすものとする。ただし、知事が特別に認めた

 場合は、この限りでない。 

（１）デジタル技術を活用した製品開発を担える人材の育成事業であること。 

（２）県内中小企業の役員及び従業員を対象とした事業であること。 

 

 （補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、別表のとおりとする。 

 

 （補助の割合） 

第６条 前条の経費に対する補助は定額とし、予算の範囲内で知事の定める額とする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第７条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定める日とする。 

３ 補助事業者は、交付の申請にあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、所得税法及び消費税

法の一部を改正する法律（平成６年法律第１０９号）及び地方税法等の一部を改正する法律（平

成６年法律第１１１号）の規定により仕入れに係る消費税額及び地方消費税額として控除でき

る部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければな

らない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでな

いものについては、この限りでない。 

 

 （交付決定） 

第８条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 



 

 

２ 県は、交付の決定に当たっては、前条第３項により補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と

認めた時は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するものとする。 

３ 県は、前条第３項のただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこと

とし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

 

 （計画の変更） 

第９条 補助事業者は、補助事業に係る計画を変更しようとするときは、様式第３号の申請書を

知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は前項の規定による申請があったときは、内容を審査し適当と認められるときは、様式

第４号の計画変更承認書により補助事業者に通知するものとする。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式第５号

による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

 （補助事業遅延の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき、

又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに様式第６号の報告書を知事に提出し、そ

の指示を受けなければならない。 

 

 （状況報告） 

第１２条 補助事業者は、知事が求めたときは、遂行状況について様式第７号の報告書を知事に

提出しなければならない。 

 

 （実績報告） 

第１３条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第８号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了した（補助事業の中止・廃止の承

認を受けたときを含む。）日から３０日以内又は補助金の交付決定に係る会計年度終了の日の

いずれか早い日までとする。 

３ 補助事業者は、前項の実績報告を行うにあたって、補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額し

て報告しなければならない。 

 

 （補助金額の確定通知） 

第１４条 規則第１４条の補助金の額の確定通知は、様式第９号により行う。 

 

 （補助金の支払） 

第１５条 補助金の支払は、精算払いによるものとする。補助事業者は、補助金の支払いを受け

ようとするときは、様式第１０号の補助金の交付請求書により補助金の交付を請求するものと

する。 

２ 知事は、補助金交付請求書の内容を審査し、適当と認めるときは補助金を交付するものとす

る。 



 

 

 

 （財産処分制限の緩和期間） 

第１６条 規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間は、事業完了（当該財産の取得）

後５年とする。 

 

 （財産の処分制限） 

第１７条 規則第１９条第２号に規定する知事の定めるものは、当該財産の取得価格が５０万円

以上のものとする。 

２ 補助事業者は、前項の財産を処分しようとするときは、あらかじめ様式第１１号による財産

処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、 

 その収入に相当する額の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

 （書類の整備等） 

第１８条 補助事業者は補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収

入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業等の完了の日の属する会計年度の翌会計

年度から５年間保管しなければならない。 

 

 （補助事業等の公開） 

第１９条 知事は、補助事業により行った事業について、必要があると認められるときは、その

事業の情報（補助事業者名、補助事業の内容、補助金額等）を公開することができるものとす

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 


